
（様式①）

[環境創造局] １款１項１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
緑地保全制度による指
定の拡大・市による買
取り事業

3,313,699 1,520,000 3,369,963 1,601,000 △ 56,264 △ 81,000

2 良好な森の育成事業 641,795 0 635,824 0 5,971 0

3
森を育む人材の育成事
業

27,780 0 25,930 0 1,850 0

4
市民が森に関わるきっ
かけづくり事業

21,750 0 19,510 0 2,240 0

計 4,005,024 1,520,000 4,051,227 1,601,000 △ 46,203 △ 81,000

事　業　計　画　書　目　次

増△減（５－４）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 3,313,699 3,369,963 ▲ 56,264

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 関口　昇 福野　淳 鈴⽊ 智美

3,369,963 ▲ 56,264 買取り想定金額の減

事業スケジュール 年間を通じて、緑地保全制度の指定を進めるとともに、買入れ申し出に対応

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明
緑地保全制度による指定の拡大・市に
よる買取り

3,313,699

実績

単位 目標

-

ha 実績 18.9 19.6

緑地保全制度の
買取り等面積

単位 想定 23.0 22.6 22.5 22.4 - -

- - -

ha 実績 28.9 31.9

緑地保全制度の
新規指定面積

単位 目標 60.0 60.0 60.0 60.0

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書
緑被率（令和元年度調査結果）

815,000

事業概要
市内に残る貴重な緑地について、緑地保全制度の地区指定を積極的に進めるとともに、特別緑地保全地区や市民の森等の指定地で、法に
基づく買入れ申し出や、不測の事態により所有者から買入れ申し出があった場合に対応します。

事業開始年度 昭和44年

６年度 ７年度 ８年度

決
算

3,652,809 2,338,780 2,008,743
1,749,000 1,270,000

根拠法令・方針決裁等
都市緑地法、首都圏近郊緑地保全法、緑の環境をつくり育てる条例、横浜市市民の森設置事業実施要綱／横浜市緑地保存事業実施要綱／
横浜市源流の森保存事業実施要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

みどりアップ計画[2019-2023]に基づき、まとまりのある樹林地を保全して次世代に引き継ぐため、5か年で300haの指定を目指して、特別
緑地保全地区を始めとする緑地保全制度への指定を積極的に進めます。また、特別緑地保全地区等の指定地で、不測の事態等が発生し、
本市への買入れ申し出があった場合には、樹林地の買取りに対応します。

令和８年度
予
算

3,428,856 3,794,380 3,317,793 - - -
1,749,000 1,640,000

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

1,507,000 - - -

1,601,000 0
増△減 △ 56,264 22,070 0 0 2,666 △ 81,000 0

令和４年度 3,369,963 889,210 0 0 879,753

1,022,000 0
単独事業 776,359 0 278,359 498,000 0
補助事業 2,537,340 911,280 0 0 604,060

令和５年度 3,313,699 911,280 0 0 882,419 1,520,000 0

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 緑地保全制度による指定の拡大・市による買取り事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 2 施策指標

1-1-1
1事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 1 1 枝番号 1 前年度事業名称

緑地保全制度に
よる指定の拡
大・市による買

取り事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 緑地保全推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-1-1
2事業区分

歳出予算科目 みどり保全創造事業費 会計 1 1 1 枝番号 2 前年度事業名称
良好な森の
育成事業

2

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 良好な森の育成事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 2 施策指標

令和５年度 641,795 0 0 0 641,795 0 0
0

単独事業 0
補助事業

0 0
増△減 5,971 0 0 0 5,971 0 0

令和４年度 635,824 0 0 0 635,824

令和８年度
予
算

550,000 558,650 604,388 - - -
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

根拠・データ等

・管理面積（樹林地）
　＜実績推移＞２年度828ha、３年度848.3ha、４年度870.8ha（見込）、令和５年度894.5ha（見込）

・緑地保全制度の新規指定面積
　＜実績推移＞２年度28.9ha、３年度31.9ha、４年度60ha（見込）、令和５年度60ha（見込）
・緑地保全制度の買取等面積
　＜実績推移＞２年度18.9ha、３年度19.6ha、４年度22.5ha（見込）、令和５年度22.4ha（見込）

0

事業概要
みどりアップ計画により保全した森を次世代に引き継いでいくため、森に期待される多様な機能が発揮できるよう良好な森づくり
を進めます。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

482,282 602,200 534,191
0 0

根拠法令・方針決裁等
緑の環境をつくり育てる条例／横浜市市民の森設置事業実施要綱／ふれあいの樹林設置事業実施要綱／都市公園法／横浜市公園条
例

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

都市における緑には、生物多様性の保全、快適性の確保、良好な景観形成、防災・減災など多くの機能や役割があります。
これらを次世代に引き継いでいくためには、これらの機能や役割に配慮した良好な森づくりが求められます。
このため、地域の特性を踏まえ、愛護会等と連携して保全管理計画を策定し、森づくりガイドラインを活用した維持管理を進めま
す。

また、市内に残る樹林地の多くは民有地であり、土地所有者にとって維持管理作業が大きな負担となっています。
このため、土地所有者が樹林地をできるだけ持ち続けられるよう支援することが必要です。
そこで、緑地保全制度により指定した樹林地で土地所有者が行う維持管理への支援を行うことで樹林地を保全します。

森づくりガイド
ライン等を活用
した維持管理

単位 目標 推進 推進 推進 推進

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

か所 実績 200 201

保全管理計画の
策定

単位 目標 推進 推進 推進 推進 - - -

か所 実績 3 4

指定した樹林地
における維持管

理の支援

単位 目標 100 150 150 150 - - -

件 実績 162 130

461,824 5,971 管理面積の増

指定した樹林地における維持管理の
支援

174,000 174,000 0

事業スケジュール

・平成21年度：事業開始
・平成26年度：【公園】保全管理計画や森づくりガイドラインを活用した維持管理事業開始
・令和５年度
　①森の多様な機能に着目した森づくりの推進：通年
　②指定した樹林地における維持管理の支援：事前届受付４～９月、助成金交付申請書受付５月～10月、事業実施・検査９月～２
月

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

森の多様な機能に着目した森づくり
の推進

467,795

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋　鉄朗 清水　恭子 竹内　章裕

細事業合計 641,795 635,824 5,971

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 27,780 25,930 1,850

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋　鉄朗 山崎　紘子 荻原　麻衣

13,930 550 実績に基づき増額

森づくり活動団体への支援 13,300 12,000 1,300
AEDの更新、活動団体の増
加による増額

事業スケジュール

・平成21年度：事業開始
・平成26年度：対象地を公園内樹林地へ拡張
・令和元年度：森づくり活動団体への支援に専門家の派遣を導入
・令和３年度：森づくり体験会に年間を通した体験作業を行う継続編を導入
・令和４～７年度：研修・団体活動の継続

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

森づくりを担う人材の育成 14,480

実績

単位 目標

-

団体 実績 35 37

森づくり活動
団体への支援

単位 目標 30 30 30 30 - -

- - -

実績 推進 推進

森づくりを担
う人材の育成

単位 目標 推進 推進 推進 推進

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
横浜の緑に関する市民及び土地所有者意識調査（2017年７月～８月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

0

事業概要 協働による森づくり活動を希望するボランティアの登録、担い手の育成及び活動支援を実施します。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

20,167 25,801 13,629
0 0

根拠法令・方針決裁等 横浜市協働による森づくり要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

横浜みどりアップ計画[2019-2023]の計画の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」を実現するため、森の持つ多様な機能や役
割に配慮しながら、市民・事業者とともに森の保全、育成、活用に取り組んでいきます。
そのためには、森づくり活動に取り組む市民や団体を対象に、活動のための知識や技術に関する研修を実施し、森を育む「人」を育
てていく必要があります。また、森づくりボランティアを対象とした森づくり体験会を開催し、森に関わる「人」の裾野を広げるこ
とを目指します。

【効果（必要性）】
（１）市民協働により、横浜の森を次世代に引き継ぐことができます。
（２）市民協働により、良好な森を育成することができます。

令和８年度
予
算

25,000 25,000 27,200 - - -
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

0 0
増△減 1,850 0 0 0 1,850 0 0

令和４年度 25,930 0 0 0 25,930

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 27,780 0 0 0 27,780 0 0

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 森を育む人材の育成事業 政策番号 31 政策指標 2 施策番号 2 施策指標

1-1-1
3事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 1 1 枝番号 3 前年度事業名称

森を育む人材の
育成事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-1-1
4事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 1 1 枝番号 4 前年度事業名称

市民が森に関わ
るきっかけづく

り事業

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 市民が森に関わるきっかけづくり事業 政策番号 31 政策指標 2 施策番号 2 施策指標

令和５年度 21,750 0 0 0 21,750 0 0
0

単独事業 0
補助事業

0 0
増△減 2,240 0 0 0 2,240 0 0

令和４年度 19,510 0 0 0 19,510

令和８年度
予
算

26,000 26,000 23,800 - - -
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

根拠・データ等
横浜の緑に関する市民及び土地所有者意識調査（2017年７月～８月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

0

事業概要
横浜の森について理解を深め、さらには行動につなげるため、森に関するイベントや講座の開催により、市民が森に関わるきっかけ
を提供します。

事業開始年度 平成26年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

14,746 9,823 7,961
0 0

根拠法令・方針決裁等 市民が森に関わるきっかけづくり事業事務取扱要領

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

横浜みどりアップ計画[2019-2023]の計画の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」を実現するため、森の持つ多様な機能や役
割に配慮しながら、市民・事業者とともに森の保全、育成、活用に取り組んでいきます。そのためには、森に関わるきっかけとな
り、環境を学ぶ機会にもなる講座・イベントや広報の取組を展開することで、普段森に関わることの少ない市民へ森の魅力を伝え、
森に関わる市民の裾野を広げる必要があります。

効果（必要性）
（1）森の楽しみづくり
各区での催し等において、森に関わるきっかけとなり、環境を学ぶ機会にもなる講座・イベントや広報の取組を展開することで、普
段森に関わることの少ない市民へ森の魅力を伝え、森に関わる市民の裾野を広げます。

（2）森に関する情報発信
市民の森、ふれあいの樹林のガイドマップ等を作成し、市民が気軽に森を訪れ、楽しむ環境づくりを推進し、市民満足度の向上に繋
げます。

イベント等の実施
単位 目標 36 36 36 36

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

回 実績 34 42

ガイドマップを作
成した樹林地の数

単位 目標 1 1 1 1 - - -

回 実績 1 0

単位 目標

実績

16,310 1,240
クラフトキットの作成
数・貸出回数の増

森に関する情報発信 4,200 3,200 1,000
円海山周辺マップの見直
し準備

事業スケジュール 平成26年度：事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

森の楽しみづくり 17,550

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋　鉄朗 山崎　紘子 大嶽　尚己

細事業合計 21,750 19,510 2,240

課長 係長



（様式①）

[環境創造局] １款１項２目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
良好な農景観の保全事
業

86,710 0 90,436 0 △ 3,726 0

2
農とふれあう場づくり
事業

400,394 220,000 504,814 464,000 △ 104,420 △ 244,000

計 487,104 220,000 595,250 464,000 △ 108,146 △ 244,000

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 7

事業概要

農地は良好な農景観の形成や生物多様性の保全、雨水の貯留・かん養機能などグリーンインフラ（※１）としての多様な機能を有して
おり、横浜に残る農地や農業がつくりだす「農」の景観も多様です。農業専用地区（※２）に代表される、集団的な農地により構成さ
れる広がりのある景観や、樹林地と田や畑が一体となった谷戸景観などが、地域の農景観として多くの市民に親しまれてきました。こ
の農景観を次世代に継承するため、横浜に残る貴重な水田景観を保全する取組や、意欲ある農家や法人などによる農地を維持する取組
を支援します。

※１ 農地などの自然的環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある都市づくりを進めるための社会資本
※２ 都市農業の確立と都市環境の保全を目指し、まとまりのある農地を横浜市独自の制度により指定した地区

事業開始年度

①水田の保全／水田保全
奨励：平成21年度

②農景観を良好に維持す
る活動の支援／牧草等に
よる環境対策への支援：
平成21年度、共同利用設
備の整備支援：平成21年
度

③多様な主体による農地
の利用促進／農地貸付促
進：平成21年度、農地復
元：平成23年度

決
算

72,651 68,643 68,013

98 593

根拠法令・方針決裁等

①水田の保全
水田保全奨励事業実施要綱

②農景観を良好に維持する活動の支援
横浜市共同利用設備等設置支援事業補助金交付要綱 横浜市牧草等による環境対策奨励事業実施要綱

③多様な主体による農地の利用促進
農業経営基盤強化促進法 横浜市農地貸付促進事業奨励金交付要綱 横浜市農地復元支援事業補助金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
・横浜みどりアップ計画に基づき、良好な農景観を保全するための施策を推進しています。
・経営耕地面積は平成22年から令和２年の10年間で2,203haから1,675haに約24％減少しました。
・水田景観は多くの市民に親しまれてきましたが、担い手の高齢化や米の販売価格の低迷などにより水田面積の減少が著しい状況で
す。土地所有者等に対する水田の継続的な保全の支援が求められています。
・夜間の農地は暗がりが多く、人目に付きにくい環境となっているので不法投棄が絶えず、良好な農景観を維持するための対応が求め
られています。
・農地と住宅地とが近接しており、農地からの土砂流出・土ぼこりの抑制や剪定枝及び作物残さ等の適切な処理など周辺環境との調和
が求められています。
・耕作放棄地は大きく増加し、農景観の悪化や不法投棄の発生が懸念されています。多くの市民から耕作放棄地の発生を防止・解消
し、農地を維持する取組みが求められています。

②事業目的・効果（必要性）
＜事業目的＞
　横浜に残る農地や農業がつくりだす「農」の景観は多様です。集団的な農地により構成される広がりのある景観や、樹林地と田や畑
が一体となった谷戸景観などが、地域の農景観として多くの市民に親しまれてきました。この農景観を次世代に継承するため、横浜に
残る貴重な水田景観を保全する取組や、意欲ある農家・法人などによる農地を維持する取組を支援します。
＜効果＞
・水田が10年間保全され、良好な景観の形成や生物多様性の保全などの多面的機能が発揮されます。
・不法投棄をされやすい時間帯に警備者を配置することにより、不法投棄を未然に防止（抑止）します。
・せん定枝などを堆肥化する取組や牧草等による環境対策への活動が進むことにより、周辺環境と調和した農景観の保全につながりま
す。
・耕作放棄地や利用程度の低い農地を、新規参入者や意欲的な担い手農家に農地を集積化させることにより、優良農地の保全を図りま
す。

令和８年度
予
算

98,680 94,720 90,760 - - -

0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

0 0
増△減 △ 3,726 0 0 0 △ 3,726 0 0

令和４年度 90,436 0 0 0 90,436

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 86,710 0 0 0 86,710 0 0

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 良好な農景観の保全事業 政策番号 32 政策指標 2 施策番号 3 施策指標

1-1-2
1事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 1 2 枝番号 1 前年度事業名称

良好な農景観
の保全事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 農政推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（単位：千円）

①

②

③

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 86,710 90,436 ▲ 3,726

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 近藤　元子 鈴木　雄大 ⽵内 ひかる

39,900 0

農景観を良好に維持する活動の支援 24,150 23,916 234
建築保全労務単価の上昇
に伴う増

事業スケジュール

①水田の保全
＜水田保全奨励＞
・４～６月：新規・更新申出受付
・６～10月：現地調査
・11～12月：新規・更新承認
・１～２月：奨励金交付決定
・３月：支払

②農景観を良好に維持する活動の支援
＜夜間警備委託＞
・通年：市内のいずれかの農地を監視

＜横浜市牧草等による環境対策奨励事業＞
・４月～以降随時：奨励金交付申出受付、現地調査
・６月下旬～３月：事業実施報告受付
・７月上旬～３月末：支払

＜共同利用設備の整備＞
・４月～５月末、以降随時：事前申出受付
・６月上旬～２月：補助金交付申請受付
・６月下旬～３月末：実績確認、補助金交付

③多様な主体による農地の利用促進
＜農地貸付促進＞
・４～12月：賃借状況の確認
・１月：交付対象者確定
・２月：交付決定
・３月：奨励金交付

＜農地復元＞
・～１月末：申出受付
・～３月末：補助金交付

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

水田の保全 39,900

多様な主体による農地の利用促進 22,660 26,620 ▲ 3,960 対象面積の減 等

-

日 実績 235 234
夜間警備日数

単位 目標 234 234 234 234 - -

- - -

ha 実績 113.3 112.2
水田保全面積

単位 目標 125.0 125.0 125.0 125.0

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・横浜みどりアップ計画［2019-2023］における目標値：年間125haの水田面積
　＜実績推移＞平成28年度120.8ha、29年度119.8ha、30年度117.5ha、令和元年度113.5ha、２年度113.3ha、３年度112.2ha
・「横浜のみどりに関する土地所有者意識調査（平成29年７月）」において、「農地を貸すための条件」について「農地の整備（荒廃
農地の復元）」と回答した割合：22％
・「食と農林漁業に関する世論調査（平成30年：内閣府）」において、「農業政策に対する期待」について「耕作放棄地の発生を防
止・解消し、農地を維持すること」と回答した割合：38.6%

６年度 ７年度 ８年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 400,394 504,814 ▲ 104,420

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 朝倉　友佳 田並　静 横山　美香子

504,814 ▲ 104,420
工事対象箇所の違い等に
よる減

事業スケジュール
・収穫体験農園の開設支援…事業募集（通年）、申請受付（夏頃）、事業実施（通年）
・農園付公園の整備等…用地取得、設計、工事等

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明
様々な市民ニーズに合わせた農園の開
設

400,394

実績

単位 目標

-

ha 実績 0.00 0

農園付公園の整
備

単位 目標 0.00 0 2.68 2.12 - -

- - -

ha 実績 2.87 2.87

収穫体験農園の
開設支援

単位 目標 1.50 1.50 1.50 1.50

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
・横浜の緑に関する市民意識調査及び土地所有者意識調査
・これからの緑の取組[2019-2023]（素案）に対する市民意見募集
・過去の実績

27,000

事業概要
食と農への関心や、農とのふれあいを求める市民の声の高まりに応えるため、収穫体験から本格的な農作業まで、様々な市民ニーズに合
わせた農園の開設や整備を進め、市民が農とふれあう機会を提供します。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

289,979 146,636 315,871
253,000 91,000

根拠法令・方針決裁等
横浜みどり税条例、横浜みどりアップ計画[2019-2023]、横浜市収穫体験農園の開設支援事業補助金交付要綱、都市公園法、横浜市公園条
例

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
　平成29年度「横浜の緑に関する市民意識調査」では、「農に関することで、今後行ってみたいこと」として「イチゴ狩りや芋掘りなど
の収穫体験」が39.5%となっており、野菜や果物のもぎとりなど身近に農体験をしたいという市民ニーズが高いです。

②事業目的・効果（必要性）
・実施目的
　さまざまな市民ニーズに合わせた農園の開設
　・収穫体験農園の開設支援事業
　　…野菜の収穫や果物のもぎとりなどを身近で体験することができる場を増やすため、収穫体験農園の開設に必要な施設整備等を支援
します。
　・農園付公園の整備
　　…土地所有者による維持管理が難しくなった農地等を市が買い取るなどして、市民が農作業を楽しめる農園を主とした都市
　　公園を整備します。

　・期待される効果
　  様々な市民ニーズに合わせた農園の開設や整備を進めることで、農景観の保全が進むとともに、市民が身近な場所で農を
　　楽しむ場の提供につながります。

令和８年度
予
算

451,210 257,075 363,734 - - -
329,000 212,000

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

464,000 - - -

464,000 0
増△減 △ 104,420 31,000 0 0 108,580 △ 244,000 0

令和４年度 504,814 0 0 0 40,814

27,000 0
単独事業 338,394 145,394 193,000 0
補助事業 62,000 31,000 4,000

令和５年度 400,394 31,000 0 0 149,394 220,000 0

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 農とふれあう場づくり事業 政策番号 32 政策指標 2 施策番号 4 施策指標

1-1-2
2事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 1 2 枝番号 2 前年度事業名称

農とふれあう場
づくり事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 農業振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（様式①）

[環境創造局] １款１項３目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
まちなかでの緑の創
出・育成事業

695,800 50,000 661,700 25,000 34,100 25,000

2
市民や企業と連携した
緑のまちづくり事業

111,366 0 102,152 0 9,214 0

3
子どもを育む空間での
緑の創出・育成事業

14,500 0 14,500 0 0 0

4
緑や花による魅力・賑
わいの創出・育成事業

336,000 9,000 355,550 0 △ 19,550 9,000

計 1,157,666 59,000 1,133,902 25,000 23,764 34,000

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

根拠・データ等
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

0

事業概要
　多くの市民の目にふれる場所での緑化や目にする機会の多い街路樹を良好に育成するための取組や、地域で古くから親しまれてい
る名木古木の保存など、市民が実感でき、生物多様性の保全に寄与し、地域の良好な景観形成や賑わい創出につながる緑の創出・育
成を推進します。

事業開始年度 平成26年度

決
算

1,041,998 594,241 568,192
240,000 80,000

根拠法令・方針決裁等

(1) 街路樹による良好な景観の創出・育成　横浜市街路樹による良好な景観の創出事業事務取扱要領、横浜市街路樹による良好な景
観の育成事業事務取扱要領、道路法、道路構造令、横浜市街路樹要綱、横浜市街路樹管理基準
(2)-1 シンボル的な緑の創出・育成　都市公園法、横浜市公園条例
(2)-2 公開性のある緑空間の創出支援    横浜市公開性のある緑空間の創出支援事業要綱
(3) 名木古木保存事業  横浜市名木古木保存事業要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

(1) 街路樹による良好な景観の創出・育成
　①　地域に愛されている桜並木などの街路樹を再生しました。また、空いている植栽桝に補植することで、良好な景観づくり
　　を進めました。
　　　そして、市民の目にする機会が多い街路樹を計画的に剪定することで、良好な街並を形成しました。
　②・街路樹の再生
　　　老木化した桜並木などの地域で愛されている並木の再生や、空いている植栽桝への補植など、街路樹による良好な景観づ
　　くりを進めます。
　　・街路樹の良好な維持管理
　　　駅周辺や各区の主要な路線など、多くの市民の目にふれ、街並みの美観向上に寄与する街路樹を良好に育成します。

(2）シンボル的な緑の創出・育成、公開性のある緑空間の創出支援
　①　(2)-1 公有地化によるシンボル的な緑の創出・育成
　　　　　緑の少ない市街地において、市民が実感できる緑をつくるために、多くの市民の目にふれる場所で土地利用転換の機
　　　　会を捉えて緑豊かな空間を創出していく必要があります。
　　　(2)-2　公開性のある緑空間の創出支援
　　　　　より多くの市民に活用していただけるよう、事業の周知をさらに進める必要があります。
　② (2)-1 公有地化によるシンボル的な緑の創出・育成
           多くの市民の目にふれる場所で、土地利用転換などの機会をとらえて用地を確保し、緑豊かな空間を創出すること
        で、街の魅力や賑わいづくりにつなげます。
           また、花畑や名所など、地域に親しまれている緑のオープンスペースが、所有者の不測の事態等により、存続が困
         難となった場合に用地を取得し、緑や花による地域のシンボル的な空間として保全します。
　   (2)-2 公開性のある緑空間の創出支援
          多くの人が訪れる場所における、公開性のある緑化などを行う市民・事業者に対しその費用の一部を助成、支援する
        ことで、緑の持つ憩いの場としての機能や緑・花による街の魅力向上や賑わいの向上につなげます。

(3）名木古木保存事業
  ①　制度の周知が図られ、3か年で新たに66本を名木古木に指定したほか、維持管理等にかかる助成金は195本に対して行う
　　など、高い実績となりました。
　　　また、指定された名木古木には、定期調査として、樹木の専門家である樹木医が育成状況を確認するとともに、維持管
　　理について適切な助言をするなど、所有者に対する支援を行いました。
　②　緑の環境をつくり育てる条例に基づき保存すべき樹木として指定し、維持管理費等の一部を助成することで、地域住民に古
　　くから町の象徴として親しまれ、故事、来歴等のある樹木をもって潤いのある市民生活の確保と、都市の美観風致を維持し
　　ます。

令和８年度
予
算

980,900 738,000 684,000 - - -
240,000 80,000

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

25,000 0
増△減 34,100 △ 9,500 0 0 18,600 25,000 0

令和４年度 661,700 12,000 0 0 624,700

2,000 0
単独事業 690,800 642,800 48,000 0
補助事業 5,000 2,500 500

令和５年度 695,800 2,500 0 0 643,300 50,000 0

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 まちなかでの緑の創出・育成事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 3 施策指標

1-1-3
1.2事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 1 3 枝番号 1 前年度事業名称

まちなかでの
緑の創出・育

成事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（単位：千円）

①

②

③

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

-

か所 実績 1 1

公有地化による
シンボル的な緑

の創出

単位 目標 推進 推進 推進 推進 - -

-

か所 実績 2 2

公有地化による
シンボル的な緑

の育成

単位 目標 推進 推進 推進 推進 - -

推進 推進 推進 - - -

路線 実績 推進 推進

- - -

路線 実績 6 4

細事業合計 695,800 661,700 34,100

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋鉄朗 高村暁子 ⽯井久美⼦

582,000 0

シンボル的な緑の創出・育成 97,000 62,900 34,100
(仮称）北寺尾六丁目公
園の整備工事による増

事業スケジュール

(1)街路樹による良好な景観の創出・育成 : 事業実施(通年)、対象路線選定(8月)、予算とりまとめ(9月)、実績報告(3月)
(2)-1　創出：設計（通年）、工事（10月～3月）、予算とりまとめ（9月）、実績報告（3月）
　　　育成：維持管理（3回/年）、予算とりまとめ（9月）、実績報告（3月）
(2)-2　受付（例年１月末まで）
(3)助成受付（例年１月末まで）、新規指定受付（例年６月末まで）、指定調整会議（１月）、指定・告示（２月)

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

街路樹による良好な景観の創出・育成 582,000

名木古木の保存 16,800 16,800 0

-

本 実績 72 82

名木古木の保存
（助成交付）

単位 目標 推進 推進 推進 推進 - -

-

本 実績 28 11

名木古木の保存
（新規指定）

単位 目標 推進 推進 推進 推進 - -

- - -

か所 実績 2 1

公開性のある緑
空間の創出支援

単位 目標 推進 推進 推進 推進

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

街路樹の再生
単位 目標 2 2 2 2

街路樹の良好な
維持管理

単位 目標 推進

６年度 ７年度 ８年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-1-3
3事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 1 3 枝番号 2 前年度事業名称

市民や企業と連携し
た緑のまちづくり事

業

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 市民や企業と連携した緑のまちづくり事業 政策番号 31 政策指標 2 施策番号 3 施策指標

令和５年度 111,366 0 0 0 111,366 0 0
0

単独事業 0
補助事業

0 0
増△減 9,214 0 0 0 9,214 0 0

令和４年度 102,152 0 0 0 102,152

令和８年度
予
算

79,357 79,462 78,514 - - -
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

根拠・データ等

横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書
令和３年度第16回ヨコハマeアンケート人生記念樹配布事業の樹種見直しに関するアンケート　「事業に申し込んだことはない
54.3％」

0

事業概要
 緑あふれる魅力的な街をつくるためには、市民や企業と連携した取組が不可欠です。地域が主体となり、地域にふさわしい緑を創出す
る取組など、緑の創出・育成に積極的に取り組む市民や企業を支援し、市民の生活の身近な場所で、緑や花に親しむきっかけづくりを推
進します。

事業開始年度
(1)平成21年度(2)昭和
52年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

65,250 43,093 55,851
0 0

根拠法令・方針決裁等
(1)地域緑のまちづくり : 緑の環境をつくり育てる条例、横浜市地域緑のまちづくり事業要綱
(2)人生記念樹の配布 ： 横浜市人生記念樹配布事業要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

(1) 地域緑のまちづくり
  ① 地域の緑化計画に基づく緑化活動により、住宅地から商業・工業地域まで、その地区ならではの緑のまちづくりが進む
   ともに、緑をテーマとした地域コミュニティ活動も盛んになりました。
　   また、市の助成が終了した後も、地域で自立的な緑化活動が継続できるように、団体同士の交流会などの支援の取組
   を、今後も継続する必要があります。
  ②「緑や花でいっぱいの街をつくりたい」という地域の思いを実現するため、計画づくり、花や木の植栽、維持管理など、
   緑のまちづくりに協働で取り組みます。
　   ご近所同士や集合住宅の管理組合でも気軽に取り組める仕組みを継続しながら、地域での緑化整備や維持管理活動を支
   援します。
 　  市民や企業と連携した緑のまちづくりを行い、市民の生活の身近な場所で緑や花に親しむきっかけを増やします。
(2）人生記念樹の配布
　①　横浜市内産苗木を活用することで、みどりアップ計画の一環である地産地消にも取り組みました。
　　また、問合せの多い内容等について、ホームページに随時反映するなど利用しやすい制度となるよう改善に取り組みまし
　た。その他、教育委員会の協力を得て、小学校入学説明会での周知を行いました。
　②市民参加による緑の育成と推進を図り、民有地の緑を増やす施策の一つとして、市民が人生のうちで数々の思い出を残す
　最も意義深い出生、結婚などの喜びを記念し、記念樹として苗木の配布を行っています。市民が緑に対する愛着を深め、広
　く民有地に植樹し、自らの木として守り育て都市緑化の推進、寄与を目的とします。
　　対象が幅広く利用しやすい制度ですが、令和３年度実施のeアンケートでは、「事業を知らない 63.6％」と知名度の低さ
　が課題となっています。
　　今後、2027年度国際園芸博覧会開催も見据えたうえで、より多くの市民に緑や花に興味を持ってもらうため、令和５年度
　は、次年度からの新たな形で事業実施に向けて検討していきます。検討のなかでは、令和６年度の運営に関する委託契約を
　令和５年度中に締結するといったことも含め、事業実施方法を見直しと実施をあわせて進めていきます。

第3期(2019-
2023)みどり
アップ計画の

実施地区

単位 目標 6 6 6 6

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

地区 実績 4 7

苗木の配布
単位 目標 8,000 8,000 8,000 8000 - - -

本 実績 6,284 7,423

92,152 ▲ 2,466
協定締結団体の計画を踏まえた
減

人生記念樹の配布 21,680 10,000 11,680
事業主体・実施方法変更の準備
による増

事業スケジュール

(1) 地域緑のまちづくり
　新規地区：公募(4～6月)、1次審査(7月)、2次審査(10月)、団体決定(11月)、協定準備期間(1～3月)、協定締結(3 月)
　継続地区：事業実施（通年）

(2) 人生記念樹の配布 ： 受付（通年）、配布（５～６月、10～11月）、R6年度運営委託（10月）、R6年度広報（３月）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

地域緑のまちづくり 89,686

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋鉄朗 高村暁子 大崎十夢

細事業合計 111,366 102,152 9,214

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 1 3 枝番号 3 前年度事業名称

子どもを育む空
間での緑の創
出・育成事業

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 子どもを育む空間での緑の創出・育成事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 3 施策指標

令和５年度 14,500 0 0 0 14,500 0 0
0

単独事業 0
補助事業

0 0
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 14,500 0 0 0 14,500

令和８年度
予
算

14,500 14,500 14,500 - - -
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

根拠・データ等

民間保育園・幼稚園・小中学校等：　約1600校　（「横浜市における教育・保育資源の種類と定義（令和4年4月1日現在）」および
「令和３年度学校基本調査」のうち横浜市民間保育所・学校等緑化助成事業要綱の対象となる施設)
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

0

事業概要
次世代を担う子どもたちが緑と親しみ、感性豊かに成長できるよう、子どもが多くの時間を過ごす保育園、幼稚園、小中学校を対象
に、施設ごとのニーズに合わせた多様な緑の創出・育成を進めます。緑の創出にあたっては、子どもたちと生き物とのふれあいが生ま
れるような空間づくりに取り組みます。

事業開始年度

平成26年度
（平成21年度から実施
している民有地緑化助
成事業、公共施設緑化
事業、公共施設緑化管
理事業を一部統合して

事業化）

６年度 ７年度 ８年度

決
算

7,488 3,339 5,524
0 0

根拠法令・方針決裁等
横浜市民間保育所・学校等緑化助成事業要綱
横浜市民間保育所・学校等緑地維持管理助成事業要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①　公共保育園、幼稚園、小中学校において、PRにより制度の周知が進んだことから、3か年で5か年目標値を達成し、多様な緑を創
　出しました。　また、子どもたちが日常的に利用している芝生やビオトープを、常に良好な状態で維持していくためには、施設管
　理者へのフォローアップが重要であり、今後も継続した技術支援が必要です。

②　保育園・幼稚園・小中学校での緑の創出・育成
　　緑の創出・育成を通じて、緑、花や生き物とふれあったり、育てる体験を通して、子どもの豊かな感性を育むとともに子どもた
　ちが地域の緑や環境に関心を持つきっかけを増やします。
　ア　緑の創出
　　　子どもを育む空間である保育園、幼稚園、小中学校において、園庭・校庭の芝生化や生き物とふれあい学べるビオトープ
　　の整備、花壇づくり、屋上や壁面の緑化など、多様な緑を創出する取組を推進します。
　イ　緑の育成
　　　創出した緑（園庭・校庭の芝生等）を良好に維持するとともに、多様な緑化を一層推進するため、維持管理費用の一部を
　　助成します。また、芝生やビオトープ、花育等緑化に関する技術支援を行います。

緑の創出
単位 目標 10 10 10 10

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

件 実績 2.0 7.0

緑の育成
単位 目標 推進 推進 推進 推進 - - -

件 実績 3.0 4.0

単位 目標

実績

14,500 0

事業スケジュール 民間保育園・幼稚園・小中学校への助成：受付（例年１月末まで）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

保育園・幼稚園・小中学校での緑の創
出・育成

14,500

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋鉄朗 高村曉子 大崎十夢

細事業合計 14,500 14,500 0

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-1-3
4事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 1 3 枝番号 4 前年度事業名称

緑や花による
魅力・賑わい
の創出・育成

事業

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 緑や花による魅力・賑わいの創出・育成事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 3 施策指標

令和５年度 336,000 1,000 0 0 326,000 9,000 0
0 0

単独事業 334,000 0 325,000 9,000 0
補助事業 2,000 1,000 1,000

0 0
増△減 △ 19,550 1,000 0 0 △ 29,550 9,000 0

令和４年度 355,550 0 0 0 355,550

令和８年度
予
算

364,050 313,050 354,040 - - -
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

根拠・データ等
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

0

事業概要
　第33回全国都市緑化よこはまフェアには、多くの人が訪れ、緑や花が人を呼び込み、街の賑わいを創出しました。多くの市民が時
間を過ごし、国内外から多くの観光客が訪れるエリアである都心臨海部などにおいて、これらの取組を継承し、公共空間を中心に緑
や花による空間演出や質の高い維持管理を集中的に展開し、街の魅力や回遊性の向上・賑わいづくりにつなげます。

事業開始年度 平成26年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

321,527 291,538 305,980
0 0

根拠法令・方針決裁等
緑の環境をつくり育てる条例、緑の環境をつくり育てる条例第４条の施行に関する基準、横浜市都心臨海部等の緑花による魅力ある
空間づくり事業事務取扱要領

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①　3か年でみなとみらい21地区から山下地区を中心とした都心臨海部や、こども自然公園、児童遊園地、里山ガーデン、新横浜
　駅周辺など１５か所で空間づくりと維持管理を進めました。それによって、都市公園や港湾緑地、街路樹などにおいて緑のネッ
　トワーク形成が進み、季節の花による空間演出が行われ、都心臨海部の季節の景観として定着しました。
　　そして、山下公園や港の見える丘公園などでは、バラ園や美しい花壇が整備され、いつ訪れても緑や花が楽しめる質の高い管
　理が行われています。また、こども自然公園、児童遊園地などで桜などの花木による花の名所づくりが進み、里山ガーデンでは
　緑や花で会場を彩りました。
　　多くの市民や観光客が訪れるエリアである都心臨海部などにおいて、質の高い維持管理を進めながら、緑や花により魅力を高
　めることが重要です。

②　みなとみらい21地区などの都心臨海部や、第33回全国都市緑化よこはまフェアの開催により多くの人で賑わった里山ガーデン
（よこはま動物園ズーラシア隣接）など、多くの市民が訪れる場所で、観光資源となっている公園や港湾緑地、街路樹、文化施設
　などの公共空間を相互に連携させ、地域や施設の特性に合わせた季節感ある緑花による場づくりを集中的に展開します。また、
　こども自然公園などの都市公園において、桜などの花木による花の名所づくりを進めます。
　　あわせて、いつ訪れても緑や花で彩られた魅力ある街を目指し、創出した質の高い緑花を良好に育てます。

※1項、2項合わせた事業の内容です。

緑花による空
間づくりと維
持管理（※123
との合計）

単位 目標 推進 推進 推進 推進

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

か所 実績 15 14

単位 目標

実績

単位 目標

実績

355,550 ▲ 19,550
緑化内容の見直しによ
る減

事業スケジュール 事業実施（通年）、予算とりまとめ（8月）、報告取りまとめ(3月）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

都心臨海部等の緑花による魅力ある空
間づくり

336,000

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋　鉄朗 高村　暁子 石井　久美子

細事業合計 336,000 355,550 ▲ 19,550

課長 係長



（様式①）

[環境創造局] １款２項１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
緑地保全制度による指
定の拡大・市による買
取り事業

3,621,051 2,703,656 3,748,137 2,734,006 △ 127,086 △ 30,350

2 良好な森の育成事業 171,083 164,618 163,745 157,287 7,338 7,331

3
森を育む人材の育成事
業

1,000 1,000 1,000 1,000 0 0

4
市民が森に関わるきっ
かけづくり事業

39,931 39,931 41,764 41,764 △ 1,833 △ 1,833

計 3,833,065 2,909,205 3,954,646 2,934,057 △ 121,581 △ 24,852

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 緑地保全推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1－2－1
1事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事
業費

会計 1 2 1 枝番号 1 前年度事業名称

緑地保全制度に
よる指定の拡
大・市による買

取り事業

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

事業名称 緑地保全制度による指定の拡大・市による買取り事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 2 施策指標

令和５年度 3,621,051 917,220 150 0 25 2,108,000 595,656
1,769,000 950

単独事業 933,881 150 0 25 339,000 594,706
補助事業 2,687,170 917,220 0 0 0

2,166,000 568,006
増△減 △ 127,086 △ 96,740 0 0 4 △ 58,000 27,650

令和４年度 3,748,137 1,013,960 150 0 21

令和８年度
予
算

3,877,240 3,878,763 3,926,546 - - -
2,735,360 2,740,031

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

2,800,276 - - -

根拠・データ等
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書
緑被率（令和元年度調査結果）

2,576,743

事業概要
市内に残る貴重な緑地について、緑地保全制度の地区指定を積極的に進めるとともに、特別緑地保全地区や市民の森等の指定地で、法に
基づく買入れ申し出や、不測の事態により所有者から買入れ申し出があった場合に対応します。
また、民有山林である市民の森、ふれあいの樹林、緑地保存地区、源流の森保存地区の所有者に奨励金等を支出します。

事業開始年度 昭和44年・昭和46年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

3,806,729 3,905,200 3,490,069
2,710,723 2,825,010

根拠法令・方針決裁等
都市緑地法、首都圏近郊緑地保全法、緑の環境をつくり育てる条例、横浜市市民の森設置事業実施要綱／横浜市緑地保存事業実施要綱／
横浜市源流の森保存事業実施要綱、横浜市市民の森設置事業実施要綱／ふれあいの樹林設置事業実施要綱、（財）かながわトラストみど
り財団緑地等保全事業の助成に関する要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

みどりアップ計画[2019-2023]に基づき、まとまりのある樹林地を保全して次世代に引き継ぐため、5か年で300haの指定を目指して、特別
緑地保全地区を始めとする緑地保全制度への指定を積極的に進めます。また、特別緑地保全地区等の指定地で、不測の事態等が発生し、
本市への買入れ申し出があった場合には、樹林地の買取りに対応します。

緑地保全制度の
新規指定面積

単位 目標 60.0 60.0 60.0 60.0

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

ha 実績 28.9 31.9

緑地保全制度の
買取り等面積

単位 想定 23.0 22.6 22.5 22.4 - - -

ha 実績 18.9 19.6

単位 目標

実績

3,253,955 ▲ 22,942 買取り想定金額の減

緑地保存地区等奨励金 390,038 494,182 ▲ 104,144 対象面積の減

事業スケジュール
・年間を通じて、緑地保全制度の指定を進めるとともに、買入れ申し出に対応
・奨励金等については、 随時執行する

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明
緑地保全制度による指定の拡大・市に
よる買取り

3,231,013

本資料は、公正・適正に作成しました。 関口　昇 福野　淳 鈴⽊ 智美

細事業合計 3,621,051 3,748,137 ▲ 127,086

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 171,083 163,745 7,338

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋　鉄朗 清水　恭子 ⻑神 頌⼦

163,745 7,338 管理面積の増

事業スケジュール 森の多様な機能に着目した森づくりの推進：通年

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明
森の多様な機能に着目した森づくりの推
進

171,083

実績

単位 目標

実績

単位 目標

- - -

か所 実績 160 163
維持管理

単位 目標 推進 推進 推進 推進

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・管理面積（樹林地）
　＜実績推移＞２年度828ha、３年度848.3ha、４年度870.8ha（見込）、令和５年度894.5ha（見込）

・緑地保全制度の新規指定面積
　＜実績推移＞２年度28.9ha、３年度31.9ha、４年度60ha（見込）、令和５年度60ha（見込）
・緑地保全制度の買取等面積
　＜実績推移＞２年度18.9ha、３年度19.6ha、４年度22.5ha（見込）、令和５年度22.4ha（見込）

158,195

事業概要
みどりアップ計画により保全した森を次世代に引き継いでいくため、森に期待される多様な機能が発揮できるよう良好な森づくりを進めま
す。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

138,688 155,154 163,322
132,102 146,758

根拠法令・方針決裁等 緑の環境をつくり育てる条例／横浜市市民の森設置事業実施要綱／ふれあいの樹林設置事業実施要綱／都市公園法／横浜市公園条例

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

都市における緑には、生物多様性の保全、快適性の確保、良好な景観形成、防災・減災など多くの機能や役割があります。
これらを次世代に引き継いでいくためには、これらの機能や役割に配慮した良好な森づくりが求められます。
このため、地域の特性を踏まえ、愛護会等と連携して保全管理計画を策定し、森づくりガイドラインを活用した維持管理を進めます。

令和８年度
予
算

161,438 160,932 161,649 - - -
159,437 158,171

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

155,128 - - -

0 157,287
増△減 7,338 0 0 7 0 0 7,331

令和４年度 163,745 0 0 6,458

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 171,083 0 0 6,465 0 164,618

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 良好な森の育成事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 2 施策指標

1-2-1
2事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 1 枝番号 2 前年度事業名称

良好な森の
育成事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 1 枝番号 3 前年度事業名称

森を育む人材の
育成事業

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 森を育む人材の育成事業 政策番号 31 政策指標 2 施策番号 2 施策指標

令和５年度 1,000 0 0 0 0 1,000
0

単独事業 0
補助事業

0 1,000
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 1,000 0 0 0

令和８年度
予
算

1,000 1,000 1,000 - - -
1,000 1,000

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

1,000 - - -

根拠・データ等
横浜の緑に関する市民及び土地所有者意識調査（2017年７月～８月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

198

事業概要 間伐材を活用する研修を開催し、森づくり活動団体の活動で発生する間伐材の有効活用を推進します。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

957 968 198
957 968

根拠法令・方針決裁等 横浜市協働による森づくり要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

横浜みどりアップ計画[2019-2023]の計画の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」を実現するため、森の持つ多様な機能や役割に
配慮しながら、市民・事業者とともに森の保全、育成、活用に取り組んでいきます。そのためには、森づくり活動に取り組む市民や団体を
対象に、活動に知識や技術に関する研修を実施し、森を育む「人」を育てていく必要があります。
また森づくり活動を行う団体を対象に、活動に必要な支援として研修を行い、発生する間伐材の有効活用についての推進します。

【効果（必要性）】
（１）市民協働により、横浜の森を次世代に引き継ぐことができます。
（２）市民協働により、良好な森を育成することができます。

間伐材マネジメ
ント研修

単位 目標 1 1 1 1

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

か所 実績 1 1

単位 目標

実績

単位 目標

実績

1,000 0

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

森づくり活動団体への支援 1,000

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋　鉄朗 山崎　紘子 荻原 ⿇⾐

細事業合計 1,000 1,000 0

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-2-1
3事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 1 枝番号 4 前年度事業名称

市民が森に関わ
るきっかけづく

り事業

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 市民が森に関わるきっかけづくり事業 政策番号 31 政策指標 2 施策番号 2 施策指標

令和５年度 39,931 0 0 0 0 39,931
0

単独事業 0
補助事業

0 41,764
増△減 △ 1,833 0 0 0 0 0 △ 1,833

令和４年度 41,764 0 0 0

令和８年度
予
算

42,740 42,740 40,000 - - -
42,740 42,740

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

40,000 - - -

根拠・データ等
横浜の緑に関する市民及び土地所有者意識調査（2017年７月～８月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

37,300

事業概要
横浜の森について理解を深め、さらには行動につなげるため、森に関するイベントや情報の発信の拠点として市内５か所でウェルカムセ
ンターを運営し、市民が森に関わるきっかけを提供します。

事業開始年度 平成26年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

37,921 39,865 37,300
37,921 39,865

根拠法令・方針決裁等 ウェルカムセンター運営事務取扱要領、地方自治法

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

横浜みどりアップ計画[2019-2023]の計画の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」を実現するため、森の持つ多様な機能や役割に
配慮しながら、市民・事業者とともに森の保全、育成、活用に取り組んでいきます。そのためには、森に関わるきっかけとなり、環境を
学ぶ機会にもなる講座・イベントや広報の取組を展開することで、普段森に関わることの少ない市民へ森の魅力を伝え、森に関わる市民
の裾野を広げる必要があります。

効果（必要性）
市内５館にあるウェルカムセンターでは、各館の特徴を生かしながら専門職員がウェルカムセンターの展示施設を活用し、森を安全に散
策するための情報や森の生きもの情報等を発信する「森の情報提供」、森を知り、楽しむための講座等を開催する「普及啓発・環境教
育」を行います。運営にあたっては意見交換会を行うなどウェルカムセンター５館の連携を高め、効果的に進めていきます。
また、ウェルカムセンター周辺の緑を活用したイベント等を開催することで、市民の森の利用者の増加等、市民が森に関わる機会が増
え、森に対する理解がより深まることが期待されます。

【ウェルカムセンター５館】
　・横浜自然観察の森　自然観察センター
　・にいはる里山交流センター
　・舞岡ふるさと村　虹の家
　・寺家ふるさと村　四季の家
　・環境活動支援センター交流スペース

周辺の緑を
活用した

イベント等

単位 目標 10 10 10 10

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

回 実績 8 10

単位 目標

実績

単位 目標

実績

41,764 ▲ 1,833 実績に合わせた減

事業スケジュール ウェルカムセンター５館運営：通年

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

森に関する情報発信 39,931

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋　鉄朗 山崎　紘子 大嶽　尚己

細事業合計 39,931 41,764 ▲ 1,833

課長 係長



（様式①）

[環境創造局] １款２項２目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
良好な農景観の保全事
業

170,701 170,701 162,613 162,613 8,088 8,088

2
農とふれあう場づくり
事業

46,328 45,183 44,042 42,757 2,286 2,426

3
身近に農を感じる地産
地消の推進事業

60,788 60,788 59,764 59,764 1,024 1,024

4
市民や企業と連携した
地産地消の展開事業

14,690 14,570 15,900 15,780 △ 1,210 △ 1,210

計 292,507 291,242 282,319 280,914 10,188 10,328

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

根拠・データ等

・横浜みどりアップ計画［2019-2023］における目標値（水源・水路確保施設整備）：５年間で10箇所の事業実施
　＜実績推移＞平成28年度５箇所、29年度３箇所、30年度３箇所、令和元年度２箇所、２年度３箇所、３年度２箇所
・「横浜の緑に関する土地所有者意識調査」（平成29年／横浜市環境創造局）において、農地を所有し耕作を続けるうえで、「固定
資産税の支払いが負担に感じる」ことが課題と考えている割合：農地所有者の29.9％
・横浜みどりアップ計画［2019-2023］における目標値（集団的農地維持管理事業）：年間730haでの事業実施
　＜実績推移＞平成28年度723ha、29年度675ha、30年度660.8ha、令和元年度641.7ha、２年度643.9ha、３年度679.0ha
・横浜みどりアップ計画［2019-2023］における目標値（土砂流出防止対策）：５年間で15箇所の事業実施
　＜実績推移＞平成28年度６箇所、29年度７箇所、30年度７箇所、令和元年度４箇所、２年度５箇所、３年度２箇所
・横浜みどりアップ計画［2019-2023］における目標値（農景観保全のための井戸の改修への支援）：５年間で５地区の事業実施
　＜実績推移＞元年度２地区、２年度４地区、３年度２地区

137,224

事業概要

農地は良好な農景観の形成や生物多様性の保全、雨水の貯留・かん養機能などグリーンインフラ（※１）としての多様な機能を有し
ており、横浜に残る農地や農業がつくりだす「農」の景観も多様です。農業専用地区（※２）に代表される、集団的な農地により構
成される広がりのある景観や、樹林地と田や畑が一体となった谷戸景観などが、地域の農景観として多くの市民に親しまれてきまし
た。この農景観を次世代に継承するため、横浜に残る貴重な水田景観を保全する取組や、意欲ある農家や法人などによる農地を維持
する取組を支援します。

※１ 農地などの自然的環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある都市づくりを進めるための社会資本
※２ 都市農業の確立と都市環境の保全を目指し、まとまりのある農地を横浜市独自の制度により指定した地区

事業開始年度

①水田の保全／水源確保
施設整備：平成26年度、
田園景観保全水路整備：
平成26年度

②特定農業用施設保全契
約の締結：平成21年度

③農景観を良好に維持す
る活動の支援／集団的農
地維持管理奨励：平成21
年度、土砂流出防止対
策：平成21年度、農景観
保全のための井戸の改修
への支援：令和元年度

決
算

139,062 130,562 138,087

138,590 129,183

根拠法令・方針決裁等

①水田の保全
農景観保全整備関連事業補助金交付要綱

②特定農業用施設保全契約の締結
みどり税条例　横浜市特定農業用施設保全事業実施要綱

③農景観を良好に維持する活動の支援
集団的農地の維持管理事業実施要綱　集団的農地の維持管理事業奨励金交付要領
農景観保全整備関連事業補助金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
・横浜みどりアップ計画に基づき、良好な農景観を保全するための施策を推進しています。
・経営耕地面積は平成22年から令和２年の10年間で2,203haから1,675haに約24％減少しました。
・水田景観は多くの市民に親しまれてきましたが、水源・用水路等の施設の老朽化が顕著になっており、施設整備に対する支援が求
められています。
・自宅周辺における農機具管理等のための農業用施設用地に係る税の負担が大きく、農地の適正な管理の障害になっていることか
ら、農業用施設用地に係る税の軽減等が求められています。
・集団的農地における道路や水路等の公共施設は、地域の農家団体による清掃活動等により維持され、その結果、良好な景観が保全
されています。また、農地縁辺部の植栽等により、市民に親しまれる景観が形成されています。こうした活動が継続的に行えるよう
な支援が求められています。
・農地は市街化された都市部の近くに位置し、生活環境と密接な関係にあることから、近年のゲリラ豪雨等に伴う、農地から周辺道
路等へ流れ出る土砂への対応が求められています。
・井戸等の水源施設が老朽化し、安定的な農業用水の利用ができなくなると、農地の遊休地化につながります。良好な農景観が維持
されるよう、施設整備に対する支援が求められています。

②事業目的・効果（必要性）
＜事業目的＞
　横浜に残る農地や農業がつくりだす「農」の景観は多様です。集団的な農地により構成される広がりのある景観や、樹林地と田や
畑が一体となった谷戸景観などが、地域の農景観として多くの市民に親しまれてきました。この農景観を次世代に継承するため、横
浜に残る貴重な水田景観を保全する取組や、意欲ある農家・法人などによる農地を維持する取組を支援します。
＜効果＞
・水源確保施設や水路等の整備を支援することにより、安定的な用水が確保でき、水稲の継続的な作付けによる水田の面的な保全が
可能になります。
・特定農業用施設の契約件数が毎年増加し、農地の保全に寄与します。
・農業者団体の自発的な活動により、農地の適切な維持管理が図られます。
・土砂流出対策を実施することにより、局地的集中豪雨による土砂流出を防ぎ、農地周辺の道路等の環境が保全されます。
・老朽化した井戸等の水源施設の 再整備を支援することにより、農地の遊休化を防止し良好な農景観の保全が図られます。

令和８年度
予
算

147,505 149,222 149,952 - - -

147,505 144,222

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

144,952 - - -

0 162,613
増△減 8,088 0 0 0 0 0 8,088

令和４年度 162,613 0 0 0 0

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 170,701 0 0 0 0 0 170,701

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

事業名称 良好な農景観の保全事業 政策番号 32 政策指標 2 施策番号 3 施策指標

1-2-2
1事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 2 枝番号 1 前年度事業名称

良好な農景観
の保全事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 農政推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（単位：千円）

①

②

③

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 170,701 162,613 8,088

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 近藤　元子 鈴木　雄大 ⽵内 ひかる

66,557 ▲ 4,415 事業内容による減

特定農業用施設保全契約の締結 1,982 2,021 ▲ 39 委託対象案件の減

事業スケジュール

①水田の保全
＜水源・水路確保施設整備＞
・４～６月：地区調整
・７～２月：補助事業実施
・３月：実績報告

②特定農業用施設保全契約の締結
＜特定農業用施設保全契約＞
・４～５月：事前申請受付
・６～７月：施設用地測量等
・９～10月：本申請受付・審査会
・11月：契約締結

③農景観を良好に維持する活動の支援
＜集団的農地維持管理事業＞
・４月：事業実施申出
・４～１月：活動実施
・12～１月：実施報告

＜土砂流出防止対策＞
・整備補助、緊急対策、土のう等配布（通年）

＜農景観保全のための井戸の改修への支援＞
・４～６月：地区調整
・７～２月：補助事業実施
・３月：実績報告

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

水田の保全 62,142

農景観を良好に維持する活動の支援 106,577 94,035 12,542 事業実施箇所等の増

-

箇所 実績 3 2

水源・水路の
確保

単位 目標 2 2 2 2 - -

- - -

ha 実績 643.9 679.0

良好に維持さ
れている農地

の面積

単位 目標 690.0 705.0 720.0 730.0

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 23,458

事業概要

食と農への関心や、農とのふれあいを求める市民の声の高まりに応えるため、収穫体験から本格的な農作業まで、様々な市民ニーズ
に合わせた農園の開設や整備を市内各地で進めます。
また、市民と農との交流拠点である横浜ふるさと村（※1）や恵みの里（※2）を中心に、市民が農とふれあう機会の提供や、農家へ
の援農活動を支援します。

※1：良好な田園景観の保全と地域の活性化を目的に、農作物の生産基盤の整備や、樹林地の保全活用などにより、市民が自然と農
業に親しむ場として整備している地域
※2：市民と農とのふれあいを通じて、地域ぐるみで農のあるまちづくりを進める地区

事業開始年度

①様々な市民ニーズに合
わせた農園の開設／市民
農園の開設支援：栽培収
穫体験ファーム（平成5
年度）、認定市民菜園
（平成15年度）、環境学
習農園（平成19年度）

②市民が農を楽しみ支援
する取組の推進／ふるさ
と村設置事業：昭和58年
度（補助金は昭和58年、
奨励金は平成26年）、恵
みの里推進事業：平成6
年度（補助・奨励金は平
成11年）、講座実施によ
る農体験の場の提供：市
民農業大学講座（平成9
年度）、家族で学ぶ農体
験講座（平成26年度）、
援農コーディネーター
（平成23年度）

決
算

12,874 17,038 24,074

11,707 16,594

根拠法令・方針決裁等

①様々な市民ニーズに合わせた農園の開設
市民農園整備促進法、特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、栽培収穫体験ファーム事業実施要綱、栽培収穫体験
ファーム補助金交付要綱、横浜市認定市民菜園推進事業実施要綱、横浜市環境学習農園事業実施要綱、横浜市環境学習農園事業補助
金交付要綱、横浜市認定市民菜園等整備事業補助金交付要綱、横浜市市民農園コーディネーター事業実施要綱

②農景観を良好に維持する活動の支援
横浜ふるさと村設置事業実施要綱、横浜市恵みの里推進事業実施要綱、横浜ふるさと村・恵みの里事業推進補助金交付要綱、横浜ふ
るさと村・恵みの里市民交流事業等奨励金交付要綱、市民農業大学講座実施要綱、家族で学ぶ農体験講座実施要綱、横浜市援農コー
ディネーター支援事業実施要綱、援農コーディネーター支援事業助成金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
・横浜みどりアップ計画に基づき、農とふれあう場をつくるための施策を推進しています。
・平成29年度に実施した市民意識調査では、市民の約36％が市民農園などで野菜の栽培等をしてみたいと回答するなど、農とのふれ
あいを求める市民の声は高まっています。さらにコロナ禍では、密にならずに楽しむことができるレクリエーションとしての農園や
農体験についても、利用の問合せが増えています。こうしたことから、市民が農とふれあう場づくりが求められています。
・ふるさと村や恵みの里では地域団体による自主的な農体験イベント等が開催されている一方で、活動が継続的に行えるような支援
が求められています。
・農家世帯数は平成22年から令和２年の10年間で約27％減少しています。農家の担い手不足を補うためにも、農業等に関心のある市
民が基礎的な栽培技術を習得して、農家の作業等を支援することが求められています。

②事業目的・効果（必要性）
＜事業目的＞
　食と農への関心や、農とのふれあいを求める市民の声の高まりにこたえるため、収穫体験から本格的な農作業まで、様々な市民
ニーズに合わせた農園の開設や整備を進めるとともに、市民と農との交流拠点である横浜ふるさと村や恵みの里を中心に、市民が農
とふれあう機会を提供します。
＜効果＞
・農業体験の場があることで、市民が農業や農地の保全への理解を深めることができます。土地所有者が耕作が困難になった農地を
市民農園として活用することで、遊休農地化の抑制につながります。
・環境学習農園において小学校児童等に対する環境教育や体験学習が行われ、農業への理解が深まったり、栽培体験と連動した食育
につながっています。
・実習中心の講座を通じて、小学生から大人まで幅広い層が農作物の栽培や農業の仕組みに対する理解が深まります。

令和８年度
予
算

25,593 35,436 40,750 - - -

24,193 34,031

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

39,885 - - -

0 42,757
増△減 2,286 0 0 0 △ 140 0 2,426

令和４年度 44,042 0 0 0 1,285

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 46,328 0 0 0 1,145 0 45,183

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

事業名称 農とふれあう場づくり事業 政策番号 32 政策指標 2 施策番号 4 施策指標

1-2-2
2事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 2 枝番号 2 前年度事業名称

農とふれあう
場づくり事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 農政推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（単位：千円）

①

②

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 46,328 44,042 2,286

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 近藤　元子 鈴木　雄大 ⽵内 ひかる

15,688 2,286 事業量等の増

市民が農を楽しみ支援する取組の推
進

28,354 28,354 0

事業スケジュール

①様々な市民ニーズに合わせた農園の開設
＜市民農園の開設支援＞
・通年：新規開設相談対応・事務手続き支援
・通年：農園管理運営支援
・農園施設整備支援（原則12月までに申請受付）

②市民が農を楽しみ支援する取組の推進
＜ふるさと村、恵みの里農体験教室・収穫体験＞
・通年：奨励金

＜ふるさと村、恵みの里事業推進＞
・通年：補助事業

＜講座の実施による農体験の場の提供＞
・12～２月：企画・起案
・４月～：講座の開催

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

様々な市民ニーズに合わせた農園の
開設

17,974

- - -

ha 実績 1.11 0.6

様々なニーズ
に合わせた農

園面積

単位 目標 2.0 2.0 2.0 2.0

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・様々なニーズに合わせた農園面積の推移
　＜実績推移＞平成29年度76.7ha、30年度81.1ha、令和元年度85.03ha、２年度89.01ha、３年度93.60ha
・「横浜のみどりに関する市民意識調査（平成29年７月）」において、「農に関することで、今後行ってみたいこと」について「市
民農園など、一年を通した野菜の栽培」と回答した割合：35.8％
・「横浜のみどりに関する土地所有者意識調査（平成29年７月）」において、今後農業を続けられない人のうち「所有する農地はど
のように管理するか」に対して「市民農園として貸し出す」と回答した割合：16.9％
・「横浜のみどりに関する市民意識調査（平成29年７月）」において、「農に関することで、今後行ってみたいこと」について「イ
チゴ狩りや芋掘りなどの収穫体験」と回答した割合：39.5％
・市民農業大学講座　修了・認定実績
　＜実績推移＞平成31年度42人、令和２年度33人、令和３年度２人
・家族で学ぶ農体験講座　参加者実績
　＜実績推移＞平成31年度36人、令和２年度10人、令和３年度29人

６年度 ７年度 ８年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 農業振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-2-2
3事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 2 枝番号 3 前年度事業名称

身近に農を感じ
る地産地消の推

進事業

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 身近に農を感じる地産地消の推進事業 政策番号 32 政策指標 2 施策番号 5 施策指標

令和５年度 60,788 0 0 0 0 60,788
0

単独事業 0
補助事業

0 59,764
増△減 1,024 0 0 0 0 0 1,024

令和４年度 59,764 0 0 0

令和８年度
予
算

58,650 64,884 61,840 - - -
58,649 64,883

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

61,840 - - -

根拠・データ等

・「横浜のみどりに関する市民及び土地所有者意識調査（平成29年7月）」において、「緑に関して行政に求めること」に対して「市民農
園や直売所など、市民が農を身近に感じられる場の創出」と回答した割合：57.4％

・「令和元年度第16回ヨコハマeアンケート　農畜産物の地産地消に関するアンケート（令和２年３月）」において、「地産地消に関する
ことについて、過去１年間で意識的に行っていることはありますか」に対して「特にしていない」と回答した人の内、「市内産農畜産物
を購入・飲食できる場所等の情報がない」と回答した割合：55.5％

・直売所等の支援に関する過年度実績【横浜みどりアップ計画（計画期間：平成26-30年度）の評価・検証（令和元年６月）】
＜過年度実績＞平成26年度：４件、平成27年度：11件、平成28年度：10件、平成29年度：14件、平成30年度：14件

43,373

事業概要

市民が市内産農畜産物を購入し、味わうことができる機会を増やすことを目的に、地域でとれた農産物などを販売する直売所・青空市の
整備・運営支援等を行います。
また、農にふれる機会を増やすため、市内で生産される苗木や花苗を配布します。
更に、「横浜農場」を活用したプロモーションを積極的に行うとともに、ＰＲイベントや広報誌等を通じて、地産地消のＰＲや情報発信
を行い、市民が地産地消を身近に感じられる取組を推進します。

事業開始年度

・直売所の整備等支
援：平成21年度
・加工所の整備等支
援：平成26年度
・苗木：昭和46年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

41,949 45,704 43,373
39,949 44,704

根拠法令・方針決裁等

横浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例
横浜市直売所の設置支援事業補助金交付要綱、横浜市加工所の設置支援事業補助金交付要綱
「「横浜農場の展開」における生産振興の基本的な考え方」
横浜市畜産物消費宣伝事業補助金交付要綱
横浜市内産農畜産物ＰＲ資材支援事業補助金交付要綱
横浜市苗木育成栽培配布事業実施要領、横浜市花苗配布事業実施要領、地産地消関連事業方針
横浜市の農畜産物等のブランド化に向けたプロモーションの取組について

②事業目的・効果（必要性）

横浜みどりアップ計画や横浜都市農業推進プランに加え、平成27年４月からは「横浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条
例」が施行され、本市として、生産者や事業者、消費者（市民）と連携した、地産地消の更なる推進が必要です。
本事業では直売所等の支援や苗木・花苗の生産・配布などを通して、多くの市民の方が身近に農を感じる場や機会を創出するとともに、
SNS等を活用したPRの強化により横浜の農業に関して広く情報発信することを目的とします。

①背景・課題の分析
平成29年の市民等を対象とした「横浜の緑に関する市民意識調査」では「緑に関して行政に求めること」に対して、「市民農園や直売所
など、市民が農を身近に感じられる場の創出」と回答した割合が57.4％、令和元年度に実施したeアンケートでは「過去1年間の地産地消
に関する取組」に対して、「特にしていない」と回答した方の内、55.5％の方が「市内産農畜産物を購入・飲食できる場所等の情報がな
い」を理由としてあげています。
農業者が直売や農産加工を行うに当たり、必要な設備や備品の価格が高額なため、導入のための支援が求められています。①背景・課題の分析

②事業目的・効果
(必要性)

市内産農畜産物
の購入機会の拡
大

単位 目標 57 57 57 57

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

件 実績 41 49

59,764 1,024
実績及び事業実施手法見
直しに伴う増

事業スケジュール

・直売所・青空市等の支援
  事業募集（通年）、申請受付（夏頃）、事業実施（通年）
・市民が市内産植木や草花に親しめる機会の創出
  苗木配布(通年)、花苗配付(11月～12月)
・情報発信・ＰＲ活動の推進
  「横浜農場」のプロモーション、広報誌等の発行、イベント等の実施（通年）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

地産地消にふれる機会の拡大 60,788

本資料は、公正・適正に作成しました。 朝倉　友佳 渋谷　明洋 奥津　啓介

細事業合計 60,788 59,764 1,024

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 農業振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-2-2
4事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 2 枝番号 4 前年度事業名称

市民や企業と連
携した地産地消

の展開事業

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 市民や企業と連携した地産地消の展開事業 政策番号 32 政策指標 2 施策番号 5 施策指標

令和５年度 14,690 0 0 120 0 14,570
0

単独事業 0
補助事業

0 15,780
増△減 △ 1,210 0 0 0 0 0 △ 1,210

令和４年度 15,900 0 0 120

令和８年度
予
算

9,900 16,700 16,920 - - -
9,720 16,520

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

16,740 - - -

根拠・データ等

・はまふぅどコンシェルジュの活動支援等の過年度実績【横浜みどりアップ計画（計画期間：平成26-30年度）の評価・検証（令和元年６
月）】
＜実績推移＞平成26年度：14件、平成27年度：22件、平成28年度：27件、平成29年度：23件、平成30年度：24件

・企業等との連携の過年度実績【横浜みどりアップ計画（計画期間：平成26-30年度）の評価・検証（令和元年６月）】
＜実績推移＞平成26年度：５件、平成27年度：８件、平成28年度：12件、平成29年度：12件、平成30年度：14件

・はま菜ちゃん料理コンクール応募作品数の過年度実績
＜実績推移＞平成15年度：57点（第１回）、平成26年度：1,362点、平成27年度：1,430点、平成28年度：1,595点、平成29年度：1,837点、
平成30年度：2,015点

8,316

事業概要
「食」と「農」をつなぐ人材の育成、活動の支援、ネットワークの強化を図るとともに、農と市民・企業等との連携を推進します。
また、生産者・事業者・消費者など地産地消に関わる様々な主体のネットワークの充実を図ります。

事業開始年度

(1)地産地消を広げる
人材の育成
・はまふぅどコンシェ
ルジュの育成
（平成17年度）
・地産地消活動の発表と
情報交換の場の設定（平
成26年度）
(2)市民や企業等との
連携
・企業等との連携の推進
（平成23年度）
・地産地消ビジネス創出
の推進
（平成26年度）
・学校給食での市内産農
産物の利用促進
（平成15年度）

決
算

6,524 5,276 8,424
6,344 5,276

根拠法令・方針決裁等

横浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例、横浜市庁内地産地消推進会議設置要綱
横浜市はまふぅどコンシェルジュ活動事業補助金等交付要綱、よこはま地産地消サポート店登録支援要綱
横浜市地産地消ビジネス創出支援事業実施要綱、横浜市地産地消ビジネス創出支援事業補助金交付要綱
地産地消関連事業方針

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
地産地消の取組は、従来から農家が取り組んでいる直売所や朝市などでの農産物の販売だけでなく、市民や企業、学校など、様々な主体が
実施する活動へと発展してきています。地産地消の案内人として市が認定する、はまふぅどコンシェルジュの活動や地産地消に関心のある
企業が増加傾向にある一方で、個人や法人単位では活動の幅が広げにくいことや、地産地消の取組を始める若しくは継続するためのハード
ルが高いのが現状です。

②事業目的・効果
はまふぅどコンシェルジュの育成・活動支援事業やネットワーク交流会の開催により、はまふぅどコンシェルジュ個人（又はグループ）と
して活動する方の支援を行うほか、はまふぅどコンシェルジュや企業等とのネットワーク作りの場の提供により、農と市民・企業等との連
携を推進します。
こうした取組により、生産者・事業者・消費者など地産地消に関わる様々な主体のネットワークの充実を図り、さらに地産地消を推進する
ことを目的とします。



（単位：千円）

①

②

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

６年度 ７年度 ８年度

市民・企業等と
連携した地産地
消の取組数

単位 目標 40 44 44 44

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

件 実績 45 50

4,390 100 実施内容見直しに伴う増

市民や企業等との連携 10,200 11,510 ▲ 1,310
事業実施手法の見直しに伴
う減

事業スケジュール

(1)地産地消を広げる人材の育成
　・はまふぅどコンシェルジュの育成
　　人材育成講座（6月～7月）、地産地消活動支援（通年）
　・地産地消活動の情報交換の場づくり
 　 地産地消ネットワーク交流会の開催（年1回）

(2)市民や企業等との連携
　・企業等との連携の推進
  　連携実施（通年）、生産者と飲食店等のマッチング
　・地産地消ビジネス創出の推進
    講座開催・相談対応による事業化支援（通年・１年目）
　・学校給食での市内産農産物の利用促進
    はま菜ちゃん料理コンクール実施（11月）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

地産地消を広げる人材の育成 4,490

本資料は、公正・適正に作成しました。 朝倉　友佳 渋谷　明洋 奧津　啓介

細事業合計 14,690 15,900 ▲ 1,210

課長 係長



（様式①）

[環境創造局] １款２項３目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
まちなかでの緑の創出
事業

79,035 75,535 111,485 106,485 △ 32,450 △ 30,950

2
市民や企業と連携した
緑のまちづくり事業

65,830 65,830 59,680 59,680 6,150 6,150

3
子どもを育む空間での
緑の創出・育成事業

75,000 71,500 68,000 68,000 7,000 3,500

4
緑や花による魅力・賑
わいの創出・育成事業

362,568 362,568 336,350 336,350 26,218 26,218

計 582,433 575,433 575,515 570,515 6,918 4,918

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-2-3
1事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 3 枝番号 1 前年度事業名称

まちなかでの緑
の創出・育成事

業

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 まちなかでの緑の創出・育成事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 3 施策指標

令和５年度 79,035 3,500 0 0 19,000 56,535
3,000 500

単独事業 72,035 16,000 56,035
補助事業 7,000 3,500

4,000 102,485
増△減 △ 32,450 △ 1,500 0 0 0 15,000 △ 45,950

令和４年度 111,485 5,000 0 0

令和８年度
予
算

95,855 147,055 114,485 - - -
95,855 147,055

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

114,485 - - -

根拠・データ等
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

91,712

事業概要
　多くの市民の目にふれる場所での緑化や目にする機会の多い街路樹を良好に育成するための取組や、地域で古くから親しまれて
いる名木古木の保存など、市民が実感でき、生物多様性の保全に寄与し、地域の良好な景観形成や賑わい創出につながる緑の創
出・育成を推進します。

事業開始年度 平成21年度

決
算

89,652 99,709 91,712
89,652 99,709

根拠法令・方針決裁等

(1) 公共・公有地での緑の創出・育成　緑の環境をつくり育てる条例、緑の環境をつくり育てる条例第４条の施行に関する基準、
横浜市公共施設・公有地での緑の創出事業事務取扱要領、横浜市公共施設・公有地での緑の育成事業事務取扱要領
(2) 公開性のある緑空間の創出支援    横浜市公開性のある緑空間の創出支援事業要綱
(3) 横浜市建築物緑化保全契約手続要綱
(4) 名木古木保存事業　　横浜市名木古木保存事業要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

(1) 公共・公有地での緑の創出・育成
　①多くの市民が利用する各区の公共施設や公有地で緑化整備を行いました。
　　そして、各施設では、花壇整備、屋上や壁面での緑化など、多様な緑化を進めました。
　　今後も、多くの市民が利用する公共施設を率先して緑化することで、市民が実感できる緑化を進めるとともに、創出した緑を
    良好に維持管理することが必要です。
　②各区の主要な公共施設・公有地において、緑を充実させる取組を推進し、充実を図った公共施設・公有地の緑を良好に維持管
    理することで、市民が実感できる緑や地域の景観形成、賑わいの創出を図ります。
(2）公開性のある緑空間の創出支援
　①多くの市民の目に触れる場所で制度がさらに活用され、まちなかの緑の創出が実感できる取組のモデルとなるよう、効果的な
    広報と、相談・利用につなげていく工夫が必要です。公開性のある緑空間の創出支援事業については、より多くの市民に活用
    していただけるよう、事業の周知をさらに進める必要があります。
　②公開性のある緑空間の創出支援のため、多くの人が訪れる場所における、公開性のある緑化などを行う市民・事業者に対しそ
   の費用の一部を助成、支援することで、緑の持つ憩いの場としての機能や緑・花による街の魅力向上や賑わいの向上につなげ
   ます。
(3）横浜市建築物緑化保全契約
　①この制度の活用により、市民や企業が主体となった緑地保全が進み、地域の緑の保全につながっています。
　　また、制度を周知するため、区役所や財政局の協力を得ながら、固定資産税納税通知書発送時の案内チラシの同封や、「税の
    知識」等へ案内記事を掲載するなど積極的に周知に取り組みました。
　　制度開始当初（2009、2010年度）の契約件数は、全件数に対する高い割合を占めており、それらが契約満了を迎える2019年度
    から、契約者に改めての契約についてご案内したところ、改めての契約締結件数も多くありました。
　②建築物緑化保全契約の締結事業では、緑豊かな都市景観を形成し、生活に潤いと安らぎを与える緑化の推進と緑地の保全のた
    め、緑の環境をつくり育てる条例や緑化地域制度等に定める基準以上の緑化を行い、保全することに対し、建築物所有者（管
    理者）の建築物の敷地に対する固定資産税・都市計画税を軽減します。
(4)名木古木保全事業
　①制度の周知が図られ、3か年で新たに66本を名木古木に指定したほか、維持管理等にかかる助成金は195本に対して行うな
    ど、高い実績となりました。
　　また、指定された名木古木には、定期調査として、樹木の専門家である樹木医が育成状況を確認するとともに、維持管理につ
    いて適切な助言をするなど、所有者に対する支援を行いました。
　②緑の環境をつくり育てる条例に基づき保存すべき樹木として指定し、地域住民に古くから町の象徴として親しまれ、故事、来
    歴等のある樹木をもって潤いのある市民生活の確保と、都市の美観風致を維持します。



（単位：千円）

①

②

③

④

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

６年度 ７年度 ８年度

建築物緑化保全
契約の締結

単位 目標 推進 推進 推進 推進

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

公共・公有地で
の緑の創出

単位 目標 7 7 7 7

公共・公有地で
の緑の育成

単位 目標 推進

- - -

件 実績 15 2

名木古木の保存
（新規指定）

単位 目標 推進 推進 推進 推進 - - -

本 実績 28 11

名木古木の保存
（助成交付）

単位 目標 推進 推進 推進 推進 - - -

件 実績 72 82

108,000 ▲ 32,250 緑化予定内容の減

シンボル的な緑の創出・育成（公開
性のある緑空間の創出支援）

1,205 1,205 0

事業スケジュール

(1) 公共施設・公有地での緑の創出・育成 : 事業実施(通年)、事業説明・予算取りまとめ(8月)、実績報告(3月)
(2) 受付（４～１月）
(3) 受付・契約の締結（通年）
(4) 助成受付（例年１月末まで）、新規指定受付（例年６月末まで）、指定調整会議（12月）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

公共・公有地での緑の創出・育成 75,750

建築物緑化保全契約の締結 800 1,000 ▲ 200 調査対象件数の減

名木古木の保存 1,280 1,280 0

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋鉄朗 高村曉子 石井久美子

細事業合計 79,035 111,485 ▲ 32,450

課長 係長

- - -

か所 実績 12 5

推進 推進 推進 - - -

か所 実績 推進 推進

公開性のある緑
空間の創出

単位 目標 推進 推進 推進 推進 - - -

か所 実績 2 1



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

根拠・データ等

・公園愛護会への球根・多年草配布実績
　【令和２年度】多年草：4,000鉢　243公園、球根107,000球　957公園
　【令和３年度】多年草：9,000鉢　387公園、球根256,000球　1,148公園
・外部意見を聴取する仕組みとして、「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」として、「横浜みどりアップ計画市民推進会議」に評
価及び意見・提案等をもらっている。
・横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
・横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書
・令和３年度第16回ヨコハマeアンケート人生記念樹配布事業の樹種見直しに関するアンケート　「事業に申し込んだことはない
54.3％」

57,023

事業概要
緑や花に親しむ市民の盛り上がりを醸成していくため、地域をはじめとする多様な主体と連携した緑や花に関するイベントの開催や、
緑や花を育む活動の支援など、地域に根差した各区での取組や公園等での地域の花いっぱいにつながる取組を推進します。

事業開始年度
(1)平成31年度
(2)昭和52年度

決
算

42,813 51,511 57,023
42,813 51,511

根拠法令・方針決裁等
（1）地域に根差した緑や花の楽しみづくり ： 都市公園法、横浜市公園条例、道路法、各区における「地域に根差した緑や花の楽し
みづくり」実施要綱、横浜市緑化推進関係団体事業補助金交付要綱
 (2) 人生記念樹の配布 ： 横浜市人生記念樹配布事業要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

(1) 地域に根差した緑や花の楽しみづくり
　①オープンガーデン等花や緑に関するイベントの開催、駅前での花壇整備や、花や緑を育む活動の支援など、地域に根差し
　た各区での取組や、それを担う人材育成等を推進しました。
　　そして、新型コロナウイルス感染症対策をしながら花や緑に親しむ取組を企画したり、イベントの実施に代わり動画配信
　や花壇設置をするなど、工夫して花と緑の取組を実施しました。
　　令和4年度には、鶴見区、青葉区おいても新たにオープンガーデンの実施を予定しており、市民・企業・団体などの皆様
　との連携をさらに拡大・強化していきます。
　　それによって、花や緑への関心や市民参加の広がりを全市的に展開することで、国際園芸博覧会に向けた花や緑による機
　運醸成につながっています。
　　また、公園愛護会を対象とした花壇講習会を実施し、球根・花苗等を公園愛護会に毎年配布しました。各区の公園花壇に
　植えていただき、地域の花いっぱいにつなげました。
　②緑あふれる魅力的な街をつくるためには、市民や企業と連携した取組が不可欠です。全国都市緑化よこはまフェアを契機
　として、区民や団体などの皆様と連携して、地域にあわせた事業が幅広く展開されています。一方で、ガーデンネックレス
　横浜2022春のアンケート結果では、「花・緑への関心」について、「以前は関心がなかったが、ガーデンネックレスの会場
　をみて関心が高まった」が36％となり、イベントによる一時的な関心の高まりにとどまらない、緑や花に対する意識の高ま
　りが行動につながるような取り組みが求められます。
　　よこはまフェアの成果でもある緑や花に対する市民の皆様の意識の高まりや盛り上がりを生かし、緑化への市民参画に資
　する取組を継続して実施することで、2027年の国際園芸博覧会に向けた機運醸成にもつなげていきます。

（2）人生記念樹配布事業
　①横浜市内産苗木を活用することで、みどりアップ計画の一環である地産地消にも取り組みました。
　　また、問合せの多い内容等について、ホームページに随時反映するなど利用しやすい制度となるよう改善に取り組みまし
　た。その他、教育委員会の協力を得て、小学校入学説明会での周知を行いました。
　②市民参加による緑の育成と推進を図り、民有地の緑を増やす施策の一つとして、市民が人生のうちで数々の思い出を残す
　最も意義深い出生、結婚などの喜びを記念し、記念樹として苗木の配布を行っている。市民が緑に対する愛着を深め、広く
　民有地に植樹し、自らの木として守り育て都市緑化の推進、寄与を目的とします。
　　対象が幅広く利用しやすい制度であるが、令和３年度実施のeアンケートより、「事業を知らない　63.6％」と知名度の
　低さが課題となっています。
　　今後、2027年度国際園芸博覧会開催も見据えたうえで、より多くの市民に緑や花に興味を持ってもらうため、令和５年度
　は、次年度からの新たな形で事業実施に向けて検討していきます。検討のなかでは、令和６年度の運営に関する委託契約を
　令和５年度中に締結するといったことも含め、事業実施方法を見直しと実施をあわせて進めていきます。

令和８年度
予
算

53,680 63,680 68,680 - - -
53,680 63,680

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

68,680 - - -

0 59,680
増△減 6,150 0 0 0 0 0 6,150

令和４年度 59,680 0 0 0

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 65,830 0 0 0 0 65,830

1

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 市民や企業と連携した緑のまちづくり事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 1 施策指標

1-2-3
2事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 3 枝番号 2 前年度事業名称

市民や企業と連
携した緑のまち

づくり事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（単位：千円）

①

②

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 65,830 59,680 6,150

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋鉄朗 小野澤　圭介 松田真依

58,000 6,000
各区の実施計画の集計に基
づく増

人生記念樹の配布 1,830 1,680 150 出張の増

事業スケジュール
(1)事業実施（通年）、区への事業説明（７月）、予算取りまとめ（９月）、実施報告（３月）
(2)受付（通年）、配布（５～６月、10～11月）、R6年度運営委託（10月）、R6年度広報（３月）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

地域に根差した緑や花の楽しみづくり 64,000

実績

単位 目標

-

本 実績 6,284 7,423
苗木の配布

単位 目標 8,000 8,000 8,000 8000 - -

- - -

件／年 実績 18 18

18区での地域
に根差した花
や緑の取組

単位 目標 18 18 18 18

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-2-3
3事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 3 枝番号 3 前年度事業名称

子どもを育む空
間での緑の創
出・育成事業

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 子どもを育む空間での緑の創出・育成事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 3 施策指標

令和５年度 75,000 3,500 0 0 14,000 57,500
3,000 500

単独事業 68,000 11,000 57,000
補助事業 7,000 3,500

0 68,000
増△減 7,000 3,500 0 0 0 14,000 △ 10,500

令和４年度 68,000 0 0 0

令和８年度
予
算

63,186 64,999 67,000 - - -
63,186 64,999

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

67,000 - - -

根拠・データ等
公立保育園・小中学校数：　約550校　（令和３年度学校基本調査より)
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

42,798

事業概要
　次世代を担う子どもたちが緑と親しみ、感性豊かに成長できるよう、子どもが多くの時間を過ごす保育園、幼稚園、小中学校を対
象に、施設ごとのニーズに合わせた多様な緑の創出・育成を進めます。緑の創出にあたっては、子どもたちと生き物とのふれあいが
生まれるような空間づくりに取り組みます。

事業開始年度

平成26年度
（平成21年度から実施
している民有地緑化助
成事業、公共施設緑化
事業、公共施設緑化管
理事業を一部統合して

事業化）

６年度 ７年度 ８年度

決
算

54,987 55,431 42,798
54,987 55,431

根拠法令・方針決裁等
緑の環境をつくり育てる条例、緑の環境をつくり育てる条例第４条の施行に関する基準
横浜市市立保育所・学校等緑化事業事務取扱要領
横浜市市立保育所・学校等緑地育成事業事務取扱要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①公共保育園、幼稚園、小中学校において、PRにより制度の周知が進んだことから、3か年で5か年目標値を達成し、多様な緑を創出
しました。
　また、子どもたちが日常的に利用している芝生やビオトープを、常に良好な状態で維持していくためには、施設管理者へのフォ
ローアップが重要であり、今後も継続した技術支援が必要です。

②保育園・幼稚園・小中学校での緑の創出・育成
　緑の創出・育成を通じて、緑、花や生き物とふれあったり、育てる体験を通して、子どもの豊かな感性を育むとともに子どもたち
が地域の緑や環境に関心を持つきっかけを増やします。
（このうち、１項では民間施設への助成事業を、２項では公立施設における緑化事業を実施します。）
　ア　緑の創出
　　子どもを育む空間である保育園、幼稚園、小中学校において、園庭・校庭の芝生化や生き物とふれあい学べるビオトープの
　整備、花壇づくり、屋上や壁面の緑化など、多様な緑を創出する取組を推進します。
　イ　緑の育成
　　創出した緑（園庭・校庭の芝生等）を良好に維持するとともに、多様な緑化を一層推進するため、維持管理費用の一部を助
　成します。また、芝生やビオトープ、花育等緑化に関する技術支援を行います。

緑の創出
単位 目標 10 10 10 10

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

件 実績 39 40

緑の育成
単位 目標 推進 推進 推進 推進 - - -

件 実績 117 98

単位 目標

実績

68,000 7,000 各区局の計画を踏まえた増

事業スケジュール ○公立保育園・小中学校の整備：事業実施(通年)、事業説明・予算取りまとめ(8月)、実績報告(3月)

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

保育園・幼稚園・小中学校での緑の
創出・育成

75,000

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋鉄朗 高村曉子 大崎十夢

細事業合計 75,000 68,000 7,000

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-2-3
4事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 3 枝番号 4 前年度事業名称

緑や花による魅
力・賑わいの創
出・育成事業

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 緑や花による魅力・賑わいの創出・育成事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 3 施策指標

令和５年度 362,568 0 0 0 0 362,568
0

単独事業 0
補助事業

0 336,350
増△減 26,218 0 0 0 0 0 26,218

令和４年度 336,350 0 0 0

令和８年度
予
算

408,460 455,200 451,800 - - -
408,460 455,200

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

451,800 - - -

根拠・データ等
横浜みどりアップ計画[2019-2023]（平成30年11月）
横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

376,653

事業概要
　第33回全国都市緑化よこはまフェアには、多くの人が訪れ、緑や花が人を呼び込み、街の賑わいを創出しました。多くの市民が時間を過
ごし、国内外から多くの観光客が訪れるエリアである都心臨海部などにおいて、これらの取組を継承し、公共空間を中心に緑や花による空
間演出や質の高い維持管理を集中的に展開し、街の魅力や回遊性の向上・賑わいづくりにつなげます。

事業開始年度 平成26年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

478,342 392,102 376,653
478,342 392,102

根拠法令・方針決裁等
緑の環境をつくり育てる条例、緑の環境をつくり育てる条例第４条の施行に関する基準、横浜市都心臨海部等の緑花による魅力ある空間づ
くり事業事務取扱要領

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①3か年でみなとみらい21地区から山下地区を中心とした都心臨海部や、こども自然公園、児童遊園地、里山ガーデン、新横浜駅周辺など
１５か所で空間づくりと維持管理を進めました。それによって、都市公園や港湾緑地、街路樹などにおいて緑のネットワーク形成が進み、
季節の花による空間演出が行われ、都心臨海部の季節の景観として定着しました。
　そして、山下公園や港の見える丘公園などでは、バラ園や美しい花壇が整備され、いつ訪れても緑や花が楽しめる質の高い管理が行われ
ています。また、こども自然公園、児童遊園地などで桜などの花木による花の名所づくりが進み、里山ガーデンでは緑や花で会場を彩りま
した。
　多くの市民や観光客が訪れるエリアである都心臨海部などにおいて、質の高い維持管理を進めながら、緑や花により魅力を高めることが
重要です。
②みなとみらい21地区などの都心臨海部や、第33回全国都市緑化よこはまフェアの開催により多くの人で賑わった里山ガーデン（よこはま
動物園ズーラシア隣接）など、多くの市民が訪れる場所で、観光資源となっている公園や港湾緑地、街路樹、文化施設などの公共空間を相
互に連携させ、地域や施設の特性に合わせた季節感ある緑花による場づくりを集中的に展開します。また、こども自然公園などの都市公園
において、桜などの花木による花の名所づくりを進めます。
　あわせて、いつ訪れても緑や花で彩られた魅力ある街を目指し、創出した質の高い緑花を良好に育てます。
※1項、2項合わせた事業の内容です。

緑花による空間
づくりと維持管
理（※123との

合計）

単位 目標 推進 推進 推進 推進

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

実績 15 14

単位 目標

実績

単位 目標

実績

336,350 26,218
緑化内容の変更等による
増

事業スケジュール 事業実施（通年）、予算とりまとめ（8月）、報告取りまとめ(3月）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明
都心臨海部等の緑花による魅力ある空
間づくり

362,568

本資料は、公正・適正に作成しました。 小田嶋　鉄朗 高村　暁子 ⽯井 久美⼦

細事業合計 362,568 336,350 26,218

課長 係長



（様式①）

[環境創造局] １款２項４目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
市民の理解を広げる広
報の展開事業

30,120 30,120 14,700 14,700 15,420 15,420

計 30,120 30,120 14,700 14,700 15,420 15,420

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 30,120 14,700 15,420

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 坂井　和洋 中城　佳子 小野　智子

14,700 15,420
次期みどり施策実施に伴
う周知等による増

事業スケジュール
・平成23～令和４年度：上記取組を実施
・令和５年度以降　　：上記取組の継続

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

計画の周知や実績報告 30,120

- - -

回 実績 15.0 15.0

SNS等PR・イベ
ント出展回数

単位 目標 17 17 17 17

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

横浜市からのお知らせ等を知る方法（令和３年度「横浜みどりアップ計画認知度調査」報告書より）
・広報よこはま等の広報紙　　　　　　　　<推移>　R3：69.9% R2：68.7% R1:71.9%
・自治会・町内会の回覧　　　　　　　　　<推移>　R3：34.7% R2：37.8% R1:41.5%
・公共交通機関（電車やバスなど）の広告　<推移>　R3：12.1% R2：11.7% R1:17.0%
・公共施設でのチラシ・ポスター（デジタルサイネージ）など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　<推移>　R3：10.0% R2：9.3% R1:15.4%
・SNS【対前年比：2.0ポイント増】　　　　<推移>　R3：8.1% R2：6.1% R1:3.2%

17,130

事業概要
横浜みどりアップ計画の取組内容や実績について、様々な媒体・手法を用いて効果的に市民にお知らせし、
理解を深めていただくとともに、緑に関わる活動に参加するきっかけとなる機会を提供します。

事業開始年度 平成23年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

13,932 11,185 17,130
13,932 11,185

根拠法令・方針決裁等 緑の環境をつくり育てる条例、横浜みどりアップ計画［2019-2023］

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　横浜みどりアップ計画は「横浜みどり税」を一部財源としていることから、市民の皆様に計画の理解を深めていただくため、緑の減
少に歯止めをかける３つの計画の柱とともに「効果的な広報」を重点的な取組として定め、推進しています。
　本事業では、広報よこはまや取組実績をまとめたリーフレットの自治会町内会への配布、市役所等のデジタルサイネージや交通広告
での映像放映などの取組成果の周知に加え、緑に関するイベントやＳＮＳ等で事業ＰＲを行うことで、市民の皆様の計画の理解浸透や
取組の参加促進を図ることを目的としています。

令和８年度
予
算

17,800 16,400 16,400 - - -
17,800 16,400

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

16,400 - - -

0 14,700
増△減 15,420 0 0 0 0 0 15,420

令和４年度 14,700 0 0 0

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 30,120 0 0 0 0 30,120

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 市民の理解を広げる広報の展開事業 政策番号 31 政策指標 1 施策番号 2 施策指標

-
事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 2 4 枝番号 1 前年度事業名称

市民の理解を
広げる広報の

展開事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（様式①）

[環境創造局] １款３項１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 みどり基金積立金 1,000 0 1,000 0 0 0

計 1,000 0 1,000 0 0 0

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 1,000 1,000 0

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 坂井　和洋 木下　博文 鈴⽊ 司

1,000 0

事業スケジュール
・平成21年度：事業開始
　毎年９月、３月：基金積立

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

みどり基金積立金 1,000

実績

単位 目標

実績

単位 目標

- - -

- 実績 - -
-

単位 目標 - - - -

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
・横浜みどりアップ計画[2019-2023]（30年11月）
・横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書
・過年度実績

0

事業概要 「横浜市における資金管理方針」に基づき横浜みどり基金を運用し、運用益を横浜みどり基金に積み立てます。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

575 294 111
0 0

根拠法令・方針決裁等 横浜市特別会計設置条例

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)
「横浜市における資金管理方針」に基づき横浜みどり基金を運用し、運用益を横浜みどり基金に積み立てます。

令和８年度
予
算

1,000 1,000 1,000 - - -
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

0 0
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 1,000 0 0 1,000

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 1,000 0 0 1,000 0 0

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 みどり基金積立金 政策番号 31 政策指標 - 施策番号 - 施策指標

-
事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 3 1 枝番号 1 前年度事業名称

みどり基金
積立金

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（様式①）

[環境創造局] １款４項１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 元金 1,934,085 1,934,085 1,789,644 1,789,644 144,441 144,441

計 1,934,085 1,934,085 1,789,644 1,789,644 144,441 144,441

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

1-4-1
1事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 4 1 枝番号 1 前年度事業名称 元金

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 元金 政策番号 31 政策指標 - 施策番号 - 施策指標

令和５年度 1,934,085 0 0 0 0 1,934,085
0

単独事業 0
補助事業

0 1,789,644
増△減 144,441 0 0 0 0 0 144,441

令和４年度 1,789,644 0 0 0

令和８年度
予
算

1,340,441 1,449,983 1,554,761 2,080,743 2,113,596 2,262,362
1,340,441 1,449,983

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

1,554,761 2,080,743 2,113,596 2,262,362

根拠・データ等
・横浜みどりアップ計画[2019-2023]（30年11月）
・横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

1,537,105

事業概要 みどり保全創造事業のために発行した市債の元金を市債金会計に繰り出します。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

1,280,694 1,447,475 1,537,105
1,280,694 1,447,475

根拠法令・方針決裁等 横浜市特別会計設置条例

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)
みどり保全創造事業のために発行した市債の元金を市債金会計に繰り出します。

-
単位 目標 - - - -

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

実績 - -

単位 目標

実績

単位 目標

実績

1,789,644 144,441 市債発行残高の増

事業スケジュール ・平成21年度：事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

元金 1,934,085

本資料は、公正・適正に作成しました。 坂井　和洋 木下　博文 鈴⽊ 司

細事業合計 1,934,085 1,789,644 144,441

課長 係長



（様式①）

[環境創造局] １款４項２目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 利子 203,612 203,612 169,041 169,041 34,571 34,571

計 203,612 203,612 169,041 169,041 34,571 34,571

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 203,612 169,041 34,571

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 坂井　和洋 木下　博文 鈴⽊ 司

169,041 34,571 元金償還金利子の増

事業スケジュール ・平成21年度：事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

利子 203,612

実績

単位 目標

実績

単位 目標

- - -

- 実績 - -
-

単位 目標 - - - -

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
・横浜みどりアップ計画[2019-2023]（30年11月）
・横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

165,400

事業概要 みどり保全創造事業のために発行した市債の利子を市債金会計に繰り出します。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

212,252 198,910 165,400
212,252 198,910

根拠法令・方針決裁等 横浜市特別会計設置条例

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)
みどり保全創造事業のために発行した市債の利子を市債金会計に繰り出します。

令和８年度
予
算

230,713 211,264 175,951 245,974 286,436 333,844
230,713 211,264

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

175,951 245,974 286,436 333,844

0 169,041
増△減 34,571 0 0 0 0 0 34,571

令和４年度 169,041 0 0 0

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 203,612 0 0 0 0 203,612

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 利子 政策番号 31 政策指標 - 施策番号 - 施策指標

1-4-2
1事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 4 2 枝番号 1 前年度事業名称 利子

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（様式①）

[環境創造局] １款４項３目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 公債諸費 46,075 46,075 41,445 41,445 4,630 4,630

計 46,075 46,075 41,445 41,445 4,630 4,630

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

細事業合計 46,075 41,445 4,630

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 坂井　和洋 木下　博文 鈴⽊ 司

41,445 4,630 市債発行手数料の増

事業スケジュール ・平成21年度：事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

公債諸費 46,075

実績

単位 目標

実績

単位 目標

- - -

- 実績 - -
-

単位 目標 - - - -

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
・横浜みどりアップ計画[2019-2023]（30年11月）
・横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

22,355

事業概要 みどり保全創造事業のために発行した市債の発行手数料等を市債金会計に繰り出します。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

9,575 5,425 22,355
9,575 5,425

根拠法令・方針決裁等 横浜市特別会計設置条例

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)
みどり保全創造事業のために発行した市債の発行手数料等を市債金会計に繰り出します。

令和８年度
予
算

13,274 21,750 24,750 42,039 32,525 33,482
13,274 21,750

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

24,750 42,039 32,525 33,482

0 41,445
増△減 4,630 0 0 0 0 0 4,630

令和４年度 41,445 0 0 0 0

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 46,075 0 0 0 0 46,075

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 公債諸費 政策番号 31 政策指標 - 施策番号 - 施策指標

-
事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 4 3 枝番号 1 前年度事業名称 公債諸費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



（様式①）

[環境創造局] １款５項１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 予備費 1,000 0 1,000 0 0 0

計 1,000 0 1,000 0 0 0

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

令和　５年度　事業計画書

事業局課 環境創造 みどりアップ推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 -

事業区分

歳出予算科目
みどり保全創造事

業費
会計 1 5 1 枝番号 1 前年度事業名称 予備費

-

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 基金繰入金 市債 一般財源

事業名称 予備費 政策番号 31 政策指標 - 施策番号 - 施策指標

令和５年度 1,000 0 0 0 1,000 0 0
0

単独事業 0
補助事業

0 1,000
増△減 0 0 0 0 1,000 0 △ 1,000

令和４年度 1,000 0 0 0

令和８年度
予
算

1,000 1,000 1,000 - - -
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 - - -

根拠・データ等
・横浜みどりアップ計画[2019-2023]（30年11月）
・横浜みどりアップ計画[2019-2023] 事業報告書

0

事業概要 みどり保全創造事業費会計の予備費を計上します。

事業開始年度 平成21年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

0 0 0
0 0

根拠法令・方針決裁等 横浜市特別会計設置条例

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)
みどり保全創造事業費会計の予備費を計上します。

-
単位 目標 - - - -

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

- - -

- 実績 - -

単位 目標

実績

単位 目標

実績

1,000 0

事業スケジュール ・平成21年度：事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

予備費 1,000

本資料は、公正・適正に作成しました。 坂井　和洋 木下　博文 鈴⽊ 司

細事業合計 1,000 1,000 0

課長 係長
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